
県内で選出された一定の公職にある者からの
提言、要望、意見等に関する取扱要領

１ 目 的
県行政に関して、県内で選出された県議会議員、国会議員（比例区で選出され、

本県を活動拠点とする者を含む。）、市町村長及び市町村議会議員（以下「一定の
公職にある者」という。）から知事部局の機関に寄せられる提言、要望、意見等（以
下「提言等」という。）について、県庁内の情報の共有化を図り、的確な処理を進
めることに資する。

２ 対象案件
一定の公職にある者（その秘書を含む。）又はその代理者から口頭、電話又は文

書（ファクシミリ、電子メールを含む。）により受けた提言等（単なる照会は除く。）
とする。ただし、公式又は公開の場でなされたものは除く。

３ 聞取内容の確認
（１）口頭又は電話により提言等を聞取りした職員は、速やかに、「一定の公職にあ

る者からの提言等に関する報告」との件名を付した上で、聞取日時、口頭又は
電話の別、一定の公職にある者の職・氏名、当該公職以外の立場に基づく提言
等である場合はその旨、聞取職員所属・職・氏名、項目、聞取内容、その他参
考事項を記載した電子文書を作成するものとする。

（２）聞取りした職員は、提言等を行った一定の公職にある者に記載内容を電子メ
ール等により送付し、確認を受けることとする。その結果、訂正等の要求があ
った場合は、記載内容を訂正し、再度確認を受けるものとする。
ただし、一定の公職にある者から確認が不要である旨の意思表示があった場
合は、この限りでない。

４ 提言等の報告
（１）提言等（口頭又は電話により受けた場合は前記３の確認がされたもの）を受

けた職員は、速やかにその内容を電子決裁等システムを用いて、所属長、本庁
所管課長を経由して、所管部局長に報告し、このうち重要な案件については知
事に報告するものとする。
なお、提言等の内容が、総合事務所長に権限委譲されている事案については、
「所属長、本庁所管課長を経由して、所管部局長」を「所属長、担当局長を経
由して、総合事務所長」と読み替えるものとする。

（２）前記（１）の報告に当たって、所属長、本庁所管課長及び所管部局長は、そ
れぞれ処理方針案を付して回議するものとする。
ただし、緊急性の高い提言等については、速やかに報告することとし、処理
方針案を付することなく、所属長から本庁所管課長、所管部局長、知事・副知
事へ回議するものとする。
なお、提言等の内容が、総合事務所長に権限委譲されている事案については、
「本庁所管課長及び所管部局長」を「担当局長及び総合事務所長」と、「本庁
所管課長、所管部局長、知事・副知事」を「担当局長、総合事務所長、知事・
副知事」と、それぞれ読み替えるものとする。



５ 処理方針の回答
所属長は、提言等に対する処理方針の決定後、提言等を行った一定の公職にあ

る者にその処理方針を文書等により、提言等（口頭又は電話により受けた場合は
前記３の確認がされたもの）を受けてから原則として１４日以内に回答するもの
とする。
また、回答に時間を要する場合は、所属長は、提言等を行った一定の公職にあ

る者に対し、必ずその理由を付して状況説明を行うものとする。

６ 文書の保管・保存及び開示
（１）この文書は、鳥取県文書の管理に関する規程により、保管・保存する。
（２）前記により保管・保存した文書は、鳥取県情報公開条例第２条第２項の公文

書として取り扱うものとする。
この公文書の開示又は非開示は、同条例第９条の規定によるものとする。

７ そ の 他
県行政に関して、団体の代表者等一定の公職にある者以外の者から知事部局の

機関に寄せられる提言等については、「県民の声」により処理するものとする。

附 則
この要領は、平成１４年８月１日から施行する。

附 則
この要領は、平成１７年２月７日から施行する。

附 則
この要領は、平成１９年１０月４日から施行する。

附 則
この要領は、平成２０年１１月２１日から施行する。

附 則
この要領は、平成２４年４月２７日から施行する。

＜報告等ルートの例示＞

③処理方針の回答
一定の公職
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②電子決裁
重要
案件

本 庁 所 管 知 事
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(担当局長) (総合事務所長) 方針

合議(提言等及び処理方針)

県 民 課
（場合により提言等を報告）

※処理方針の決定（電子決裁の終了）後、県民課へリンクメッセージを送信くだ
さい。


